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日本の年間日照時間の分析
～太陽光発電に係わる基礎的研究～

辰巳　憲一，范　玲玲＊

１　はじめに

日照時間とは，日照計で測定される直達日射量がある一定の強さ（120Ｗ /m2）以上である
時間と定義される。日照が無い（120Ｗ /m2未満）という目安は，直射光によって物体の影が
認められない程度である，とは気象庁の説明である。
太陽光発電の成果は日照時間に大きく依存する。太陽光発電を空き地や屋根で始めたが，日

照時間が少なく，発電量が十分でない，という事態も起こり得る。そのため，日照のメカニズ
ムと日照時間への関心は広く高まっている。
日照時間不足というような不測の事態に備えるために，日照補償サービスが太陽光発電シス

テムに無料で付属していたり，日照補償デリバティブが損保会社から売り出されている。日照
補償サービスや同デリバティブは，地域の年間日照時間を原資産としており，それを基準に組
み立てられている。なお，土地の所有権や使用権には，太陽光享受権が付随しており，日照時
間は資産であることに疑いはない。土地１単位に降り注ぐ日照が，電力を生み，価値を生み出
す。それゆえ，日照補償デリバティブなどは日照時間を原資産とする，という言い方に問題は
ないように思われる。
本稿では，日照時間データを分析する先行研究の展望を行った後，気象庁発表の年間日照時

間の地域別時系列データを，経済学や金融の論点を加味して，極めて基本的な統計技法を用い
て分析する。筆者が知る限り，このような観点からの，日照時間の体系的な分析は初めてであ
るように思える。また，重要な論点がいくつか浮かび上がることになるので，本研究は意義の
あるものと考えられる。

＊） 前者は学習院大学経済学部教授ならびに日本大学大学院商学研究科講師，後者は在米国。エクセルによる
データ処理の一部は岡本渉君に手助けしてもらった。感謝したい。本稿のごく一部は後者が日本大学大学
院商学研究科に2013年に提出した修士論文のなかの図表と同じである。Ken-ichi. Tatsumi and Lingling Fan, 
An analysis of the Japanese solar hours for the past 123 years ~ Foundamentals for solar photovoltaic system. 内容な
どの連絡先：〒171-8588豊島区目白１－５－１学習院大学経済学部，TEL（DI）：03-5992-4382，Fax：03-
5992-1007，E-mail:Kenichi.Tatsumi◎ gakushuin.ac.jp◎は@に変えてお送り下さい。　　　　　　　　　　 
2014年１月31日に公表された気象庁のプログラム・ミスで，1981年から2010年のデータが多少誤っている
可能性がある。再計算後の公表し直しは2014年３月に予定されており，本稿には間に合わなかった。
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２　日照時間に係わる様々な観点

２−１　日射量と日照時間
太陽光の発電量については，実際は直接，日照時間ではなく，日射量，太陽光発電の種類，

温度，光の周波数，などで左右される。これらの点を説明しよう。なお，個々の用語について
もう少し詳しい体系的な解説は巻末の付録に掲載している。
（１）太陽光発電とその発電方法
太陽光発電は，太陽の光のエネルギーを電気に変える。太陽の光を受けている瞬間だけ発電

することができるため，日中，天気の良い時間帯しか発電しないという，大きな特徴がある。
太陽光のエネルギーの大きさは，日射量の多小に現れる。それゆえ，日射量に応じて太陽光

発電は発電していることになる。日射量は，単位面積が単位時間に太陽から受ける放射エネル
ギーの量で測定する。単位としてはキロワット毎平方メートル（kW/m2）が用いられている。
日射量は，太陽から直接地上に降り注ぐ直達日射量と，大気の中で水蒸気や塵，空気分子な

どによって散乱させられ，複雑な経路で地上に到達する散乱日射量との２つに分けられる。ま
た，雲，雪，雨や砂塵などの日射をさえぎるものが大気中に存在すると日射量は減少する。
（２）日射量と発電量
太陽電池には，結晶系と薄膜系がある。共にシリコンを使う。後者の薄膜系はシリコンの使

用量が少なく，シリコン価格が高くなれば市場の主力に育つと期待された。しかしながら，変
換効率向上が難しく，シリコン価格が下落しても，普及は進んでいない。
よく使用されている太陽電池は多結晶シリコン型と単結晶シリコン型であるが，これらは熱

に弱いというデメリットを持っている。日射量が強くなれば発電量は上がるが，気温も上がっ
てしまうので発電量が多少下がってしまう。
（３）日射量と日照時間の時系列
発電量，さらには売電収入とほぼ比例するのは，日射量である。同じ１時間の日照でも昼と

朝方や夕方とでは日射量が大きく違う。日射量は，日の出とともに増加しはじめ，正午頃に最
大となり，その後低下して，日の入りでなくなる。それゆえ，発電量も同様に違ってくる。次
にこの点を，１日日照時間や年間日照時間で考えてみよう。
まず，１日日照時間をみてみよう。ある晴れた日の１日の日照時間は，年の違う（例えば昨

年の）同じように晴れた同じ日の１日日照時間とほぼ同じである。しかしながら，同じ日でも
天候が違えば，１日日照時間は違ってくる。また，月の同じ日でも，季節が違う日であれば，
１日日照時間は違ってくる。
日照時間は，地域の降水量，緯度に応じて変化する。降水量が少ない地域は日照時間が長い

傾向がある。また，可照時間（雲等が影響しない場合の日照可能である時間数）が緯度の関係
で長い地域も日照時間が長い。
次に，年間日照時間を考えてみよう。任意の２つの年の間で天候分布（晴れ，雨等の日数の

頻度などでみた）が同じであれば，年間日照時間はほぼ同じになることが予想できる。日照時
間が同じであれば，それゆえ，日射量も同じになろう。日照時間は，発電量に対する目安にな
る。
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２−２　日照時間のデータ
日照時間のデータは，気象庁がおよそ千の地点で観測し，図表１にあるような地点で集約し

て公表しており，広く利用可能である。古くから設立されている測候所では，100年以上観測
されている。
気象庁のデータでは，測器の故障，通信の障害，などの理由で観測した結果に問題があると

判断される場合，あるいは資料不足で信頼性がないデータがある場合は計算に入れず，欠損値
になっている。例えば，日照計については，雑草や動物が覆い隠したため計測値が信頼できな
い，などの事態も生じる。
そのため，体系的に分析するためには，欠損値を適切に処理しなければならなくなる。その

処理方法によって，計測結果が異なるようになり，解釈を変える必要があるかもしれないので
注意を要する。

図表１　気象庁観測地点

地区名 気象官署（Observing Stations）名

北海道 １稚内，２旭川，３根室，４札幌，５帯広，６函館

東北区 ７青森，８秋田，９盛岡，10仙台，11山形，12福島

関東区 13宇都宮，14前橋，15水戸，16熊谷，17銚子，18東京，19八丈島，20横浜

北陸区 21新潟，22富山，23金沢，24福井

東山区 25長野，26甲府，27岐阜

東海区 28名古屋，29静岡，30津

近畿区 31彦根，32京都，33神戸，34大阪，35奈良，36和歌山，37潮岬

中国区 38鳥取，39松江，40岡山，41広島，42下関

四国区 43高松，44徳島，45松山，46高知

九州区 47福岡，48佐賀，49大分，50熊本，51長崎，52宮崎，53鹿児島，54屋久島，55名瀬，56那
覇

（１）日照時間の推移の例
以下では，この気象庁のデータに基づいて様々に分析するが，まずは東京（図表２）と長野

（図表３）の推移をみておこう1）。横軸は観測開始からの経過年数，縦軸は年間日照時間である。
２つの図表から，年間日照時間は外れ値が少なく，安定して循環運動している，ことがわかる。
様々な再生可能エネルギーはいくつかの基準で比較される。安定性という観点では，太陽光

は夜になると発電できない。風力は風がなければ発電できない。しかしながら，地熱は24時間
安定供給できる，と言われる。太陽光の不安定性がこのように表現されるが，それは日中の時
間経過のなかでの話に限られる。週次では話は変わってくる。さらに，年次でみれば，このよ
うに比較的安定している，のである。

1） ちなみに，後述する年間日照時間の変化率を東京で計算した場合の推移は巻末の図表Ａ１になる。定義や
計算方法は本文で後述。この図は変数がランダムに推移している事例に極めて似ている。
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図表２　東京の日照時間の推移
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図表３　長野の日照時間の推移
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安定した循環運動という点に関しては，年間日照時間の１次や２次の自己相関が正であるか
らである，と予想できる。
これら２都市の間では，統計数値上の範囲（range）は約1000時間で，数値が上限と下限

（2500，1500）に納まる点は，同じであるが，分布に違いがあることがわかる。長野は分散が
東京より大きい，のである。
（２）日照時間と日射量の関係
次に，日照時間と日射量の関係を示す図をいくつか示しておこう。図表４は，全国の日射量

の強さの地域別分布である。雨や雪の少ない地域などは，日射量が多いことがわかる。
日照時間についても，（掲載はしないが）同様な濃淡の図が公表されており，日射量の地域

分布とは比例している。日照時間は，発電量に対する目安にはなる，のである。
ある１日の24時間で両者の比較も出来る。2001年８月２日における下関地方気象台の日射量

と気温，ならびに日照時間を単位時間ごとに追った図が図表５と図表６である（http://web.
cc.yamaguchi-u.ac.jp/~yamaharu/tenki9.htm）。日射がある時刻には日照がある。日照時間は，発
電量に対する目安になることがわかる。

図表４　日本の日射量分布
注）日本の年間最適傾斜角の斜面日射量（kwh/m2・d），
出典：太陽光発電フィールドテスト事業に関するガイドライン（設計施工・システム編）（2010.NEDO）
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２−３　日照時間分析の先行研究
日照時間の研究は多くない。経済分析になると更に少ない。しかしながら，数少ない既存研

究のいくつかを紹介しておこう。

図表５　下関地方気象台の2001年８月２日における日射量と気温

図表６　下関地方気象台の2001年８月２日における日照時間
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２−３−１　日照時間と日射量の関係式
まずは，日照時間と日射量の関係式を推定している研究があるので，基本概念と合わせて紹

介しておこう。このような研究が農学分野でなされている理由としては，次のように筆者は予
想している。
農業にとって作物には日射が重要であり，各農家も日射に関心を持つべきではある。しかし

ながら，日照の方が人間感覚としては理解しやすく，しかも日射計・日照計などの計器を必要
としない。日照に関心を持って農業を行えば，十分であることを証明したいわけである。
（１）可照時間，日照率と日射率
太陽の中心が東の水平線に現れてから西の水平線に沈むまでの時間を可照時間と呼び，可照

時間に対する日照時間の比率を日照率と呼ぶ。それゆえ，日照率（％）＝日照時間÷可照時間
×100，である。
日射率とは，全天日射量を地球の大気上層の水平面に単位時間・単位面積に降り注ぐ日射量

（大気外水平面白射量と略される）で割った比率である。
（２）日照時間と日射量の関係式推定

Black-Bonython-Prescott［1954］は，日射率と日照率は月次データに関しては単純な線形関
係にある，ことを回帰分析によって見出した。
　　日射率＝ａ＋ｂ日照率。
日射率と日照率の関係は，特に日次データに関しては，必ずしも直線関係にあるとはいえな

いことに着目し，日射率は日照率のべき乗（指数型）に線形に比例する，
　　日射率＝ａ＋ｂ日照率ｐ

のような回帰式を提案する研究も紙井［2000］によってなされている。ここで，ａ，ｂとｐは
推定するパラメータである。
問題は，これらのパラメータが，地域間であるいは年次間で安定しているかどうか，などの

検討が残されている，ことであろう。
２−３−２　日照時間の経済効果分析
年間日照時間の効果を測った研究には，都道府県別データを使った回帰分析で，住宅用太陽

光発電システムについての需要・費用関数を推定し，公的補助金の効果を分析した明城・大橋
［2009］がある。
（１）太陽光発電の公的補助金制度
日本では，太陽光発電を普及促進するための公的補助金制度が1994年に導入された。補助金

の交付額は，当初導入容量１kW当たり90万円で，導入件数の増加ともに毎年減額されたが，
累積導入量や生産量でわが国は世界をリードするようになった。
しかしながら，公的補助金制度は2005年に中止された。事業最終年度の補助金交付額は２万

円という小額であった。
その結果，太陽光発電の累積導入量がドイツに追い抜かれ，また，その生産量も2008年には

ドイツ，中国等の海外メーカーの新規参入などで，世界シェアを落とした。
この制度では1994年から2005年の間に総額1340億円の補助金が給付され，同制度を利用した

導入件数は25万４千件，累積導入量は932MWに上っている。この補助金制度を利用して設置
された住宅用太陽光発電は太陽電池の国内出荷量の80％以上を占めた。明城・大橋［2009］の
要約を参照。
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なお，一旦打ち切られた補助金制度は，2008年度から１kW当たり７万円の助成額で再開さ
れた。そして，2012年７月からは固定価格買取制度（FIT）が始まった。
（２）データと分析方法
分析されるデータについては，いくつかの制約があった。制度導入の1994年度から1996年度

までの３年間は補助金制度のモニタリング期間で，太陽光発電システムの価格データが収集さ
れていない。また導入量についても３年間の総量しか分からないため，この期間は分析から除
外された。
回帰分析の推定式はいくつかのタイプが試みられたが，変数は共通であった。被説明変数は

住宅用太陽光発電システムの導入量（の自然対数値），説明変数は同価格マイナス補助金額（の
自然対数値），都道府県ダミー変数，そして年間日照時間やその他のコントロール変数である。
（３）分析結果
明城・大橋［2009］の関心は，住宅用太陽光発電システムについての需要・費用関数を推定

し，公的補助金が付与されなかったという仮想的な状況をシミュレーションで求め，公的補助
金制度の効果を測定することであった。結果は，太陽光発電の普及は1997年から2005年までの
補助金制度によって２倍以上促された，と主張する。
1997年から2005年までという短期間の計測結果ではあるが，年間日照時間が時系列的に変化

しても太陽光発電の導入には影響しない，という結論が得られている。
年間日照時間が長い都道府県の方が，住宅用太陽光発電システムがより多く導入されるかど

うかに関心が持たれるところであるが，研究の関心は別の所にあったため，解明されなかった。
年間日照時間の都道府県間格差は，固定効果を測る変数として導入された都道府県ダミー変

数に含まれるが，このダミー変数は有意であった。ただし，都道府県ダミー変数は都道府県の
所得など他の様々な要因も捉えており，日照時間の効果の方向あるいは大きさはまったくわか
らなくなっている。

３　年間日照時間の時系列・地域間分析

再生可能エネルギーについての，安定性などの分類基準のうちの１つである，偏在性という
観点では，風力や地熱に適した地域は極めて限られる。しかしながら，太陽光は，地球上にあ
まねく降り注ぎ，地域偏在性が小さいという特徴がある，という見方が広く流布している。
しかしながら，日照時間の時系列分析，地域間分析を行ってみると，地域性が浮かび上がる。

詳細を見ていこう。

３−１　気候現象の安定性～日照時間の平均と標準偏差の関係
年間日照時間の平均（横軸，単位は年間の時間）と標準偏差（縦軸）を，それぞれの都市で

データが存在する年次から計算し図示したのが図表７である2）。計算にあたって欠損値は詰め
て連続データとしている。

2） 奈良の観測開始年の都合で，データを1954年以降に限った場合，年間日照時間の変化率の平均と標準偏差
は巻末の図表Ａ２のようになる。変数の定義や計算方法は本文で後述。
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（１）日照時間分布の概観
各地域の平均は約2400時間から約1500時間までと広く分布している。平均値で区分分けする

と，東山区と東海区がトップグループで，第二グループが四国区，そして関東区，近畿区，中
国区，九州区，の４区が第三グループを構成している。続くのが，北海道と北陸区である。そ
して，東北区が最下位である。
潮岬は平均が最も高く2354.055，甲府は標準偏差が最も低く138.235，である。平均が最も低

いのは雨の多い屋久島で1502.807，標準偏差が最も高いのは熊本で206.581であった。甲府は平
均と標準偏差の組み合わせが最も良く（比較的高い平均と最も低い標準偏差），名瀬は逆であっ
た。
（２）自然現象の不変性と持続性
東京の日照時間推移で見たように，日照時間は多少変動しながらも，安定的に推移している

ことがわかる。日照時間が長期に渡って少ない，ということは起こっていない。日蝕以外で，
太陽光がなくなるという現象は起こらない。
リスク・リターン・トレードオフという経済原則が，株式などの資産に存在する。この原則

を起こすのは，ポートフォリオ理論と資産価格決定モデル（CAPM）が明らかにしたように，
人間，投資家の利益追求，損失回避行動である。
ところが，日照時間などの気象データ，さらには自然現象データには，このような原則が存

在しない，ように思われる。高リスク・低リターン，つまり高日照時間標準偏差・低日照時間
平均の地域が存在する。名瀬がその例である。低リスク・高リターンの例は甲府である。この
傾向を変えるものは，人間行動を超えた原理である，ように思われる。その原理も，頻繁に変
わるものではない。

３−２　気候の持続性～日照時間の自己相関
太陽活動は10数ヵ年（通常11年）周期で強弱を繰り返す。太陽活動の低下は，地球の気温を

図表７　日照時間の平均と標準偏差の関係
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下げる。そして，低い雲が増え，太陽光を遮る。
その結果，日照時間は太陽光の強さにも依存する。太陽光の強さに注目すれば，太陽黒点出

現のサイクルである10数ヵ年に合わせて，日照時間の自己相関係数値が変化することが予想さ
れる。それゆえ，日照時間の自己相関はその倍の25年まで計算した。
計算は，全国を縦断するように選んだ旭川・新潟・大阪・那覇と，首都圏の東京・横浜・甲

府，の７都市で行ない，図示した（横軸は年，縦軸は係数値）。
（１）一般的傾向
計算の結果，図表８で典型的に見られるように，自己相関は，一般に，時間とともに，減衰

する傾向がある，ことがわかった。また，数年差の自己相関係数値は多くの都市で高い。どの
地域でも，同じような気候は数ヵ年続く。ある年，それが変わり，その気候がまた数ヵ年続く，
という繰り返しが観測される，のである。
日照時間は，太陽エネルギーの大きさの循環より，惑星軌道の影響を受けているものと思わ

れる。
（２）東京・横浜・甲府の自己相関
東京・横浜・甲府のなどの，一部の地域では，図表９のように，自己相関係数値は明瞭に減

衰しない。このような地域では，同じような気候が約19年後再度発生し，自己相関係数値は高
くなる。もっとも，これらの自己相関係数値は有意性の観点からは低いので，このような傾向
を敢えて強調してみる必要はないのかもしれない。
この地域は広く捉えれば関東平野に属している。そして，その気候は，四季の変化が明瞭で

あり，太平洋側気候と中央高地式気候が混合し，夏季は高温・多雨（梅雨の影響で関東近郊は
６月の日照が極端に落ちる。これが月次の季節性を生み出している），冬季は晴れて乾燥する
日が多い，のが大きな特徴である。

図表８　旭川・新潟・大阪・那覇の日照時間自己相関係数

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

Asahikawa

Niigata

Osaka

Naha



日本の年間日照時間の分析（辰巳，范）

33

（３）変化率の自己相関
次に，年間日照時間の変化率を次式で定義し，年間日照時間変化率の自己相関係数値を計算

した。
　　ある年の年間日照時間変化率＝ 自然対数（その年の日照時間）－自然対数（前年の日照

時間）。
なお，１階階差をとることによって，ある年の欠損値が複数の年次に影響を及ぼすのを避け

るため，すべての欠損値を前後２つのデータを使った単純補間値でまず埋め，その後自然対数
をとった。
計算結果は図表10と11のように，分析したいずれの都市も，係数値は最大でもおよそ∓0.4

に留まっており，この変化率には自己相関がないとみなして良さそうである。

３−３　気候の地域間依存性～日照時間の相関係数
日照時間は天候の影響を大きく受ける。日本では，天候は西から東へ進んでくるので，ある

地域の天候は数時間から数日遅れで隣（特に西方向）の地域の影響を受け，地域間の相関は数
日遅れで隣り合う観測署のデータの間で生じる。地域間の天候（例えば，降雨量，気温）は独
立ではないのである。その結果，日照時間は地域間で独立ではない。日次データでは，この影
響は比較的強くなると予想できるが，年次データではこの現象はどうなるのか，わからない。
そこで，実際に検証しておいた。
分析は，14前橋，15水戸，16熊谷，17銚子，18東京，19八丈島，20横浜，26甲府，だけに限っ

た。いずれのペアもサンプルは八丈島のデータのある1907年から2012年まで，とした。欠損値
は全体で３つあるが，前後各１つのサンプル値を用いた線形補間値（つまり，それらの単純平
均値）に置き換えた。

図表９　東京・横浜・甲府の日照時間自己相関係数
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（１）相関係数の計算結果
東京を含む８近隣地域の日照時間の相関係数値を計算する（図表12）と，一般に数値は高く，

強い相関が観察される。しかしながら，特に，八丈島とその他，水戸と前橋など，遠隔地間の
相関は比較すれば高くない。
東北と関東に注目した環境省［2011］は，特に「三陸海岸，関東北部，山梨県，房総半島，

伊豆半島は（太陽光発電に）相対的に好条件」であると記している。気象上，類似の傾向があ

図表11　東京・横浜・甲府の年間日照時間変化率の自己相関係数
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図表10　旭川・新潟・大阪・那覇の年間日照時間変化率の自己相関係数
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るということと解釈できる。

図表12　隣接地域の年間日照時間の相関係数

相関係数 14前橋 15水戸 16熊谷 17銚子 18東京 19八丈島 20横浜 26甲府

14前橋 0.335959 0.548781 0.532898 0.796023 0.386872 0.693378 0.740319

15水戸 0.806541 0.538283 0.586906 0.560104 0.691611 0.556049

16熊谷 0.691738 0.714775 0.612523 0.796922 0.658741

17銚子 0.691793 0.383047 0.73551 0.531195

18東京 0.536136 0.807809 0.808407

19八丈島 0.526539 0.432406

20横浜 0.76455

26甲府

次に，東京を含む８近隣地域の日照時間変化率の相関係数値を，八丈島のデータのある1907
年から2012年まで，で計算する。
図表13のように，年間日照時間変化率の近隣都市間相関は，依然として，高い。図表12と比

較すれば，変化率で見れば近隣都市間相関はむしろ高くなっている。

図表13　隣接地域の年間日照時間変化率の相関係数

相関係数 14前橋 15水戸 16熊谷 17銚子 18東京 19八丈島 20横浜 26甲府

14前橋 0.8275 0.8937 0.7850 0.8612 0.5186 0.8209 0.8069

15水戸 0.8744 0.8210 0.8818 0.5724 0.8432 0.8228

16熊谷 0.8067 0.8988 0.5334 0.8543 0.8594

17銚子 0.8611 0.5822 0.8712 0.8043

18東京 0.6161 0.8852 0.8662

19八丈島 0.6257 0.6493

20横浜 0.8265

26甲府

（２）時差相関係数の計算結果
図表14から判断すれば，当該隣接地域の年間日照時間は，１年の差でみても，相互に影響を

及ぼしていない，と考えてよい。さしあたり過去１年前だけ計算することにしたが，相関が低
いため，遡って計算しなかった。
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図表14　隣接地域の年間日照時間の時差相関係数

時差相関 14前橋 15水戸 16熊谷 17銚子 18東京 19八丈島 20横浜 26甲府

14前橋 －0.05231 －0.00331 0.043446 0.309916 0.203478 0.227521 0.265507

15水戸 －0.0692 0.29612 0.041377 0.105135 0.397236 0.23085 0.077211

16熊谷 0.010292 0.24276 0.058474 0.078051 0.390983 0.192737 －0.00283

17銚子 0.022681 0.007609 0.055988 0.047064 0.10108 0.09531 －0.14094

18東京 0.255776 0.049558 0.034212 0.022509 0.271349 0.159591 0.150336

19八丈島 0.194807 0.32623 0.364275 0.120518 0.260559 0.247422 0.133849

20横浜 0.213249 0.209466 0.186631 0.080993 0.228608 0.276279 0.171991

26甲府 0.212892 0.060083 0.020905 －0.07056 0.186378 0.149367 0.16868

注）横並び都市が1907～2011年，縦並び都市が1908～2012年のサンプルで相関係数を計算。

３−４　日照計変更の効果～小区間毎の日照時間の統計量の計算
日本の日照計は，1890年から（1986年頃まで）ジョルダン日照計が使用されていた。その後，

1974年11月１日から運用を開始したアメダス観測所では太陽電池式日照計が使用された。しか
しながら，2005年から回転式日照計に順次，変更されていった。1986年から2005年までは機器
変更期に当たる。2006年以降には多くの観測所で回転式日照計に変更された。それゆえ，次の
ように区分される。
　　小区間１：1890年から1974年まで。ジョルダン日照計時代，
　　小区間２：1986年から2005年まで。太陽電池式日照計時代，
　　小区間３：2006年から2012年まで。回転式日照計時代。
これらの計器の変更が，日照時間の計測値に影響したのか，検証しておく必要がある。
図表15に計算結果を示した。東京では，小区間１から小区間２の間に１標準偏差以上の平均

値の変化が起こっている。小区間３も，小区間１とは大きく違っている。しかしながら，小区
間２から小区間３への変化は小さい。
他の都市では，変化がないものとみなして良いように，みられる。
１点だけ追加しておきたい。日照時間や日射量は最近増えている，という見解がある。公害

防止装置や規制による大気汚染の減少，フランガスによるオゾン層の破壊，が原因である。観
測計器の変更だけでなく，これら様々な要因も時系列上の日照時間推移に影響を与えていると
予想される。
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図表15　小区間毎の年間日照時間の統計量の推移
14前橋 15水戸 16熊谷 17銚子 18東京 19八丈島 20横浜 26甲府

1890年 平均 2220.330 1981.121 2127.333 2034.879 2018.941 1660.735 2047.485 2249.662

から 標準偏差 169.095 183.798 160.601 160.798 159.775 180.865 165.004 138.235

2012年 歪度 0.000 －0.430 －0.315 －0.765 －0.130 －0.369 －0.274 －0.071

尖度 0.064 0.472 0.068 －0.633 0.312 －0.361 0.163 －0.081

1890年 平均 2259.947 1982.267 2142.259 2047.188 2059.638 1737.284 2062.152 2263.409

から 標準偏差 168.505 199.170 157.926 164.168 152.327 140.444 165.504 138.103

1974年 歪度 0.027 －0.327 －0.022 －0.025 0.063 －0.402 －0.065 0.257

尖度 －0.306 0.287 －0.336 －0.579 －0.484 0.097 －0.027 －0.448

1986年 平均 2117.135 1938.850 2052.210 1981.140 1906.790 1442.160 1976.615 2196.935

から 標準偏差 149.306 149.318 162.601 152.520 143.887 108.723 156.675 143.528

2005年 歪度 －0.839 －0.884 －0.866 －0.970 －0.876 －1.141 －0.733 －0.772

尖度 0.015 －0.115 －0.279 0.398 0.563 1.118 0.200 －0.605

2005年 平均 2117.414 1960.543 2078.843 1997.500 1898.714 1438.243 1990.314 2203.314

から 標準偏差 113.064 166.998 167.726 176.661 155.446 91.134 166.948 121.143

2012年 歪度 －1.128 －0.721 －1.089 －0.599 －1.195 －0.767 －0.985 －0.993

尖度 0.672 0.983 0.657 －1.235 0.782 1.496 0.430 1.219

４　正規性の検定～日照時間の分布に関して

４−１　年間日照時間分布の正規性
オプション理論モデルを適用できるためには，原資産リターンの時系列過程が正規分布系で

あることが条件になる。そのため，正規性のテスト3）が必要になる。
しかしながら，実際のリターンが正規分布から多少ずれても BSモデルは利用されている。
それは，他に，市場の現実が前提や理論展開に合致しない点が多数ある上，計算誤差も存在し，
プライシングの精度を上げるにはどの点に注目するべきか，的は絞られていない，からである。
さらに，売買の執行に際して理論どおり，できないという問題もある，からである。
さらに，いくつか限定することができれば，オプション理論の適用は容易になる。それは，

各地の日照時間変動の独立性である。しかしながら，上でみたように，一部の隣接地域間では，
相関係数値は高い。

４−２　正規性の検証
各観測地点に存在する限りの年間日照時間データをプールして，作図したのが，図表16－１

3） データが正規分布に従う尖度と歪度を有しているかどうかを調べるには，いくつか方法がある。まず
ジャック－ベラ検定（Jarque-Bera test）がある。JB検定の統計量が従う自由度２のカイ二乗分布の上側確
率ポイント0.05では臨界値は5.991となる。KS検定（Kolmogorov-Smirnov test）は，有限個の標本に基づい
て，それらの母集団の確率分布が正規分布と異なっているかどうかを調べるために用いられる。他に，ア
ンダーソン－ダーリング検定，などもある。検証方法は，一通りではない，ということである。
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から図表16－10である。棒グラフは密度関数，実線は累積密度関数，である。描かれた形状は，
正規分布を支持している。
これらは，少なくとも数百から千のサンプルサイズになる。中心極限定理が成立し，正規性

が保証される規模かもしれない。ちなみに，１年間に限って日本全国各観測署のデータをプー
ルしたサンプルでは，小サンプルのため，このような綺麗な図にはならない。

図表16−１　北海道の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16−２　東北区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16−３　関東区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16−４　北陸区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16−５　東山区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16−６　東海区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16−７　近畿区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16−８　中国区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16-９　四国区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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図表16-10　九州区の日照時間の頻度分布と累積密度関数
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５　まとめ

本稿では，日本の年間日照時間の統計学的分析を行った。それは，比較的安定した分布で，
母集団は正規分布である可能性が極めて高い。その分布は地域依存性が高く，隣接地域間には
高い相関もみられる。
当該研究は，いくつかの方向へ，さらに発展させることが出来る。更に高度な統計技法を適

用（一例には Benth & Benth ［2013］，Alexandridis & Zapranis ［2013］などがある。ちなみに，
これらは天候デリバティブの新しい数学理論を展開している。）したり，本稿の分析枠外であ
るが，工学的な情報を利用する研究（川浦［2011］），技術面で注目を集めた報道（Holloway
［2013］，村沢［2013］）の視点を導入する，などといった方向への発展も考えられる。
しかしながら，本稿で実際に日照時間を分析してみて，わかった点が既にいくつかある。日

照時間に係わる保険やサービスは，2000時間を全国一律の基準（オプションにおける行使価格
に相当している）として捉えられることが多い。しかしながら，この基準から考えてみれば，
保険が買われる地域は，北海道，北陸区，東北区に固定されるようである。保険需要を広く掘
り起こすには，基準時間を地域別に設定する，等などの何らかの対応が必要であろう。
日照時間の分布パラメータがわかれば，日照補償デリバティブの構造を分析し解明した後，

そのプライシングもできるようになる。年間日照時間変化率は，既に見たように自己相関がな
く，幾何ブラウン運動をしており，基本的な（ブラック・ショールズ）オプション理論を応用
する前提が満たされている，ように見える。しかしながら，日照時間変化率の近隣都市間相関
が高いため，日本全体をカバーする多変量モデルにするためには多少複雑な定式化が必要にな
る。
さらに，太陽光発電プロジェクト組成（福島［2012］，福島その他［2012］，福島その他

［2013］），太陽光発電ファンド組成（佐藤［2013］）そしてその取引所への上場（東証［2012］，
東証［2013］），太陽光発電システムの資金調達（寺林・安藤［2013］），などの金融問題も，本
稿で行なったような日照時間の分析を抜きにして，適切に理解できないように思われる。
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付録　日照計と日照時間に関連する専門用語

本稿を読むために必要な用語は，ウィキペディアを含む，様々な文献から抜き出した以下の
解説を参照。本文ではないため，引用は一部省略している。
（a）日射
太陽放射の総エネルギーの約97％を占める短波放射（波長は0.3μｍ～3μm）を日射と呼ん
でいる。地表面における日射成分は次のように分類される。
１）直達日射：短波放射の内で，大気を通して直接平行光の形で地表に到達する日射。
２）散乱放射： 大気に吸収・減衰された後，地表に到達する成分と，雲などにより反射した成

分を合わせた日射。
３）全天日射：通常，日射と称するもので，直達日射と散乱日射を合わせたもの。
日射の測定値の単位は，従来１平方センチメートル当たり１分間のカロリー値（cal/cm2/

min）が使用されてきたが，世界気象機構（WMO）の決定により，わが国でも1981年国際単
位に変更された。このため，現在では日射の瞬時値（瞬間的な測定値）は１平方メートル当た
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りキロワット（KW/m2）を単位とし，積算値（瞬間的な測定値を積算した値）は１平方メート
ル当たりメガジュール（MJ/m2）で示す。calとＪの関係は，1cal＝4.184J，のようになる。（http://
web.cc.yamaguchi-u.ac.jp/~yamaharu/tenki9.htm）
（b）日射計
日射の強さを測定するのが日射計である。日射量の観測は，輻射を感部において熱，電気等

に変換して測定することによって行われる。現在は，リアルタイムでしかも無人での観測が容
易なことから，光電素子（フォトダイオード）やサーモパイル（熱電堆）を用いて日射量を電
気信号に変換する方式が一般的である。外面は白色塗装または銀メッキされて日射の吸収によ
る内部の過熱や観測誤差を防ぐようになっている。観測にあたっては水平に設置する必要があ
るため，水準器及び水平調整装置を備えている。
気象庁は熱電堆式日射計を使っていたが，光電素子式日射計を含めた新しい地上気象観測装

置を2010年度から５ヵ年計画で全国に整備する予定で，およそ15年ぶりに更新される。
日射計は一般住宅の太陽光発電に設置されることはほとんどないが，日射量に見合った発電

量が得られているかどうかチェックするために大規模設備や官公庁の設備に設置されている。
（c）全天日射計
熱電素子を利用した全天日射計は，透明風防の半球形のガラスドームの中に受光部を作り，

受光部を白色と黒色に塗り分けて（白黒型という）温度差を作り出す。そして，それら受光部
の間に設置したサーモパイル（熱電堆）によって，両受光部の温度差に比例した電位差に変換
する。この電位差を測定し，換算式によって変換して日射量を測定する。面積を違えた黒色の
受光部を複数用いる黒黒型もある。
光電素子を利用した全天日射計は，半球形の透明風防の中心にシリコン・フォトダイオード

等の光電素子を置く構造になっており，光電素子の発電量から日射量を測定する。
フォトダイオードを使う場合，その発電特性は入射する光の波長に依存しており，波長に

よって測定の特性も変化してしまう。一方，サーモパイルを使う場合，その受光表面を黒色に
すれば，日射のエネルギーを波長によらずほぼ均等に吸収して測定できる。その結果，白黒型
よりは黒黒型の方が性能は高い。
（d）直達日射計
内面をつや消し黒にした筒の底にサーモパイル（熱電堆）あるいは光電素子（フォトダイ

オード）を設けた構造になっている。直射日光による日射量を測定するため，太陽の南中高度
（太陽面）の年変化および時刻を組み込み，さらには光センサーを併用した太陽自動追尾機構
によって日中は常に筒先を太陽に向ける。
（e）日照時間
世界気象機構（WMO）より，日照時間は，時間間隔で直達日射（いわゆる，日射し）が

120W/m2 を超えて観測される時間で定義されている。直達日射又は全天日射データによる日照
時間の測定や計算方法は，色々ある。
日照時間は，雲の量（雲量），霧や雨などの発生により短くなる。高曇りなど，直達日射が

なくても散乱日射のみで0.12kWを越える場合があり，これが日射計を用いた日照時間計算値
との誤差になる。
（f）日照計
昔からいろいろな日照計（sunshine recorder, heliograph）が用いられている。しかし，使用す
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る測器によって観測値にかなりの違いが出ることがある。ガラス球によって太陽光を集光し，
その焦点をつくり出し，これによって記録紙面に焦げ跡ができるようにし，その長さから日照
時間を測るのがカンベル‐ストークス日照計（Campbell-Stokes sunshine recorder）である。青
写真感光紙上にピンホールからの日光による像を記録するのはジョルダン日照計である。いず
れも，長期間にわたる安定的な観測データを得るには適しているが，遠隔測定ができないなど
の不便さがある。そこで，光電池を使ったり，バイメタルの日射昇温を利用する測器がつくら
れた。太陽電池に入射する日射の強さが１平方メートル当り0.2キロワットを超える場合を日
照時間としてカウントする太陽電池日照計は，これまでの日照計とだいたい一致する値を示
す。（以上，篠原武次「日照計」『日本大百科全書』，小学館）。電子技術の進んだ現代では，回
転式日照計が採用されている。
（g）日本の日照計
1890年から1986年頃までは，ジョルダン日照計と呼ばれる日照計が使用されていた。ジョル

ダン日照計は，密封した円筒の中の左右45°のところに付けられた２個の小さい穴から，太陽
光が円筒の内部に照射される構造になっており，内部に青写真用感光紙をセットしておき，日
光により青色に感光した光跡の長さを観測者が物差しで測ることにより日照時間を知ることが
できる。
その後，1974年11月１日から運用を開始した全国のアメダス（AMeDAS，Automated 

Meteorological Data Acquisition Systemの略で，地域気象観測システム）観測所では，日照時間
の観測には自動観測に適した太陽電池式日照計が使用された。しかしながら，2005年から回転
式日照計に順次，変更していった。2006年には，全国300近くの観測所で回転式日照計に変更
された。
回転式日照計では，ガラス円筒があり，その軸は南北に，角度は観測地点の緯度に合わせて

設置されている。ガラス円筒内には，30秒間で一回転する鏡が取り付けられ，この鏡によって
太陽光はガラス円筒頂部にある受光部に集められ，直達日射量だけを測定する。受光部に入っ
た光の強度が基準の値（しきい値，120Ｗ /m2）を超えた時に，日照が「ある」との信号が記
録装置に伝達される。
記録は0.1時間（つまり６分）刻みで表している。例えば，11時から12時の１時間に渡って

すべての刻み期間で太陽が照っていたら，日照は１時間と表す。
アメダス観測の開始当初は，日照計は太陽電池式のみであったが，その後より特性の優れた

回転式日照計の開発が進み，アメダス観測所での観測方法を変更することになった。新しく導
入した回転式日照計による観測値と，従来の太陽電池式日照計による観測値との間には，測定
特性による違いがあり，その差は寒い時期には小さいが，４月から９月にかけては回転式日照
計の値の方がやや大きくなることが分かっている（気象庁資料）。
（h）簡単な発電量モデル
発電量は，日射量に基づく量から，温度上昇による損失，さらにダイオード，パワーコンディ

ショナ，汚れ，配線などに係わる損失を差し引き，計算される。日射量に基づく発電量はメー
カーによって異なる。その他には，方位と角度，が重要になる。
年間発電量の計算式は，設置の方位と角度は標準と仮定して，次のようになる。
　年間発電量（kWh）＝１日当たりの年間日射量（kWh/m2/日）×365×システム容量（kW）
　　　　　　　　　　　　×（１- 温度ロス）×（１- パワコン変換ロス）×（１- その他ロス）。
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ここで，システム容量とはパネルの公称最大出力の合計である。また，
　　　温度ロス：セルの温度上昇による年平均損失・・・・・めどは15％
　　　パワコン変換ロス：パワーコンディショナによる損失・・・めどは８％
　　　その他ロス：配線，受光面の汚れ等の損失・・・・・・めどは７％
　　　パワーコンディショナの変換効率は出力により変化する。
設置の方位と角度について，一般に，パネル設置の方位と角度は真南向き，水平角30度が標

準にされる。パネル設置の方位と角度が標準と異なる場合，損失係数として扱われる。方位が
真南以外の場合，東向き・西向きは0.83，南東向き・南西向きは0.95倍される。年間最適傾斜
角とは，年間で最大日射量が得られる屋根角度で，地域で異なり，20度から40度である。
（i）公称最大出力

JIS規格に基づいたモジュール１枚の最大出力（発電量）のことである。太陽電池の発電量
は太陽光の強さ（日射強度）に比例し，また，温度が高くなると発電量が低下する性質がある
ため，JIS規格では，最大出力時の基準条件を「AM1.5，日射強度1,000Ｗ /m2，モジュール温
度25℃」としている。太陽光は，通過する大気の距離により，１日の中でも朝や昼，夕方で波
長の分布が変わるため，AM（AirMass：エアマス）として基準を設けている。AMは太陽光が
地上に到達するまでに通過する大気の量を示すもので，「AM1.0」は大気に垂直に入る光のこ
と。AM1.5は光の通過する距離がその1.5倍で入射角41.8度の光のことを指す。日射強度は放射
照度ともいい，１m2当たり1,000Ｗの光がさしてくる状態は，快晴時の日射量に相当する。
（j）変換効率（太陽電池）
変換効率とは，太陽光発電システムにおいて，太陽の光エネルギーを電気エネルギーに変換

したときの変換割合のことを指す。変換効率が高いものほど，より効率的に電気を作ることが
できる。面積が１cm2の太陽電池（セル）に対して光エネルギーが当たった場合の最大電力が
変換効率となる。
　　変換効率＝出力電気エネルギー（Ｗ）÷太陽光エネルギー（Ｗ）×100。

それゆえ，100Ｗの光エネルギーがあたり，10Ｗの電力が得られた場合の変換効率は10％となる。
なお，１枚のセルに対するものをセル効率，太陽電池モジュール単位に対するものをモ

ジュール効率とも呼ぶ。一般的にセル効率は，太陽電池の種類によって異なるが，およそ10％
から20％である。
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図表Ａ２　日照時間変化率の平均と標準偏差の関係
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図表Ａ１　東京の日照時間変化率の推移
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